
一般財団法人畜産環境整備機構貸付施設等売買契約書 

 

売主                                           （以下「甲」という。）と
買主 一般財団法人畜産環境整備機構（以下「乙」という。）は、乙が実施するリース事業に係る
貸付施設等の買入れ（請負工事により取得する場合を含む。以下同じ。）について、乙が定める
当該事業の実施要領に基づくほか、次のとおり契約を締結する。 
 
 
（買入れる貸付施設等とその価額） 

第１条 乙が甲から買入れる貸付施設等とその

価額（第３条に定める設置場所において貸付

施設等の据付（工事を含む。以下同じ。）が完

了するまでの経費を含む。）は、別添の仕様書

による。 

 

（第三者による履行） 

第２条 甲は、貸付施設等の据付を第三者に行

わせようとする場合は、あらかじめ乙に通知し

なければならない。本契約の申込みに当たっ

てその旨を見積書等に記載する等により乙に

提出している場合は、この通知がなされたもの

とみなす。 

２  前項の場合、甲は、当該第三者の行為につ

いてすべての責任を負わなければならない。 

 

（貸付施設等の設置場所と納入期限） 

第３条 貸付施設等の設置場所と納入期限は、

別添仕様書のとおりとし、納入期限までに貸付

施設等の据付を完了しなければならない。 

２  甲は、据付に支障を及ぼす天災、天候の不

良、許認可の遅延その他乙の責に帰すること

ができない事由によって納入期限までに据付

が完了しないと見込まれるときは、遅滞なくそ

の理由を付して乙に納入期限の延長を申請し

なければならない。 

 

（他人の土地の使用） 

第４条 甲は、据付のため借受者又は第三者

の所有又は管理する土地又は建物に立ち入り、

又は使用する必要がある場合には、当該借受

者又は第三者の承諾を得なければならない。 

 

（第三者の損害等） 

第５条 貸付施設等の据付のために第三者に

損害が生じたときは、その損害の発生が乙又

は借受者の責に帰すべき事由による場合を除

き、甲が賠償の責任を負う。 

２  そのほか貸付施設等の据付に関し第三者と

の間に紛議が生じたときは、甲の責任で解決

に当たるものとする。 

 

（検収） 

第６条 貸付施設等の検収は、実施要領及び

畜産環境整備機構貸付施設等検収要領に基

づき行う。 

２  甲は、貸付施設等の設置場所への据付が

完了した後、検収者の指定する検収実施者が

実施する検収に立ち会うものとし、検収に合格

しなかった場合は、速やかに代替品を納入し、

又は補修工事、追加工事等を行って、再検収

を受けなければならない。 

３  検収に合格したときは、甲は、検収者及び借

受者の立会のもとに乙が定めたシールを貼付

する等により貸付記号を見やすい場所に表示

するものとする。 

 

（所有権の移転時期） 

第７条 貸付施設等の所有権は、前条の検収

が不備なく終了した時点で甲から乙に移転す

るものとする。 

 

（危険負担） 

第８条 本契約締結の時から前条の規定により

乙に所有権が移転するまでの間の当該貸付施

設等に係る危険は、甲が負担するものとする。 

 

（売買代金の支払） 

第９条 甲は、第６条の検収が終了した場合に

は、売買代金請求書に貸付施設等の借受者へ

の引渡しを証明する書類（貸付施設等設置確

認書）の写しを添付して乙に売買代金を請求す

るものとし、乙は、これらの書類及び検収者か

ら提出された貸付施設等検収報告書に不備が

なければ、売買代金請求書を受理した日から

40 日以内に甲の指定する金融機関の口座に

その売買代金を振り込むものとする。 

 

（品質の保証等） 

第１０条  甲は、貸付施設等が別添の仕様書の

とおりの性能を有すること及び種類、品質又は

数量に関して契約の内容に適合しないものが

ないことを乙に保証するものとする。 

２  甲は、貸付期間内に貸付施設等に種類、品

質又は数量に関して契約の内容に適合しない



ものが発見されたときは、乙が当該契約不適

合責任に基づく履行追完請求権又は損害賠償

請求権を借受者に譲渡することにあらかじめ

同意するものとする。 

 

（秘密保持の義務） 

第１１条  甲及び乙は、本契約の締結及び履行

に関し知り得た相互及び借受者に関する秘密

及び個人情報を漏らしてはならない。 

２  甲は、第２条の規定により第三者に貸付施

設等の据付けを行わせるときは、当該第三者

にも前項の義務を遵守させるよう秘密保持契

約を締結するなどの必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

（反社会的勢力の排除） 
第 1２条 甲は、甲自身が現在、暴力団、暴力団
員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過し
ない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、
総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知
能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下
これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこ
と、及び次のいずれにも該当しないことを表明
し、かつ将来にわたっても該当しないことを確
約する。 
（１） 暴力団員等が経営を支配していると認め

られる関係を有すること 
（２） 暴力団員等が経営に実質的に関与して

いると認められる関係を有すること 
（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益

を図る目的又は第三者に損害を加える目
的をもってするなど、不当に暴力団員等を
利用していると認められる関係を有するこ
と 

（４） 暴力団員等に対し資金等を提供し、又は
便宜の供与をするなどの関与をしている
と認められる関係を有すること 

（５） 役員又は経営に実質的に関与している
者が暴力団員等と社会的に非難されるべ
き関係を有すること 

２  甲は、甲自身が、自ら又は第三者を利用し
て次の各号の一にでも該当する行為を行わな
いことを確約しなければならない。 
（１） 暴力的な要求行為 
（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為 
 

（契約違反の処理） 

第１３条 貸付施設等の納入が第３条に定める納

入期限よりも遅延した場合には、甲は、その遅

延した部分の価額（その遅延により貸付施設

等の全部が使用できない場合は全価額）につ

いて年率 8.9％の割合で延滞金を支払わなけ

ればならない。ただし、甲の申し出によりやむ

を得ない事由と認められる場合は、延滞金の

全部又は一部を免除することができる。 

 

（不可抗力による実施不能の場合） 

第１４条 天災地変その他の不可抗力により本契

約の履行の全部又は一部が履行不能となった

ときは、甲又は乙は本契約を解約することがで

き、相互に責任を負わない。 

２  甲又は乙が本契約の条項（前条を除く。）に違

反したときは、相手方は、本契約を解約し、これ

によって生じた損害の賠償を請求することができ

る。 

 

（解釈等についての協議） 

第１５条 本契約に定めのない事項又は解釈上

の紛議については、双方は信義誠実の原則に

基づき協議の上これを解決するものとする。 

 

（合意管轄） 

第１６条 甲及び乙は、本契約について訴訟の必

要が生じたときは、東京地方裁判所のみを第

一審の専属管轄裁判所とすることに合意する。 

    

本契約を証するため、本契約書２通を作成し、各自記名捺印のうえ各１通を保存する。 

 

令和   年   月   日 

 

 

売主（甲）  住所 

氏名                            印 

 

 

 

買主（乙）  住所 東京都港区虎ノ門５丁目１２番１号 

氏名 一般財団法人 畜産環境整備機構 

理 事 長   井 出  道 雄   


